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介穫老人保健施設 シンセーロ 運営規程 

 

（運営規程設置の趣旨） 

第１条 医療法人 紫陽が開設する介護老人保健施設 シンセーロ（以下「当施設」という。）が

実施する施設サービスの適正な運営を確保するために、人員及び管理運営に関する事項を

定める。 

 

（施設の目的） 

第２条 当施設は、要介護状態と認定された入所者（以下単に「入所者」という。）に対し、介護

保険法令の趣旨に従って、入所者がその有する能力に応じ可能な限り自立した日常生活を

営む事ができるようにするとともに、入所者の居宅における生活への復帰を目指した介護

保険施設サービスを提供することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第３条 当施設では、入所者の有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう、施

設サービス計画に基づいて、医学的管理の下におけるリハビリテーション、看護、介護、

その他日常的に必要とされる医療並びに日常生活上のお世話を行い、居宅における生活へ

の復帰を目指す。 

  ２ 当施設では、入所者の意思及び人格を尊重し、自傷他害の恐れがある等緊急やむを得ない場合

以外、原則として入所者に対し身体拘束を行わない。 

  ３ 当施設では、介護老人保健施設が地域の中核となるべく、居宅介護支援事業者、その他保健医

療福祉サービス提供者及び市区町村と綿密な連携をはかり、入所者が地域において統合的サー

ビス提供を受けることができるように努める。 

  ４ 当施設では、常に明るく楽しい雰囲気を重視し、入所者が「笑顔」で「個性豊かに」過ごす事

ができるようサービス提供に努める。 

  ５ サービス提供にあたっては、懇切丁寧を旨とし、入所者又はその家族に対して療養上必要な事

項について、理解しやすいように指導又は説明を行うとともに入所者の同意を得て実施するよ

う努める。 

  ６ 入所者の個人情報の保護は、個人情報保護法に基づく厚生労働省のガイドラインに則り、当施

設が得た入所者の個人情報については、当施設での介護サービス提供にかかる以外の利用は原

則的に行わないものとし、外部への情報提供については、必要に応じて入所者または身元引受

人・保証人の了解を得ることとする。 
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（施設の名称及び所在地等） 

第４条 当施設の名称所在地等は次のとおりとする。 

 （１） 施 設 名   医療法人 紫陽 介護老人保健施設 シンセーロ 

 （２） 開 設 年 月 日   平成２１年 ５月 １日 

 （３） 所 在 地   名古屋市中川区水里三丁目２３１番地 

 （４） 電 話 番 号   052-309-3231  FAX番号 052-309-3237 

 （５） 管 理 者 名   吉水 俊洋 

（６） 介護保険指定番号    介護老人保健施設（２３５１０８００５２号） 

 

（従業者の職種、員数） 

第５条 当施設の従事者の職種、員数は次のとおりであり、必置職については法令の定めるところに

よる。 

 （１） 管理者兼医師               １名 

 （２） 看護職員                ３名以上 

 （３） 介護職員               ８名以上 

 （４） 介護支援専門員            １名以上 

 （５） 支援相談員              １名以上 

（６） 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士  １名以上 

（７） 管理栄養士              １名以上 

（８） 薬剤師                 １名以上 

（９） 事務員                １名以上 

 

（従業者の職務内容） 

第６条 前条に定める当施設職員の職務内容は、次のとおりとする。 

(ア) 管理者兼医師は、介護老人保健施設に携わる従業者の総括管理、指導を行うほか入所者の病

状及び心身の状況に応じて、日常的な医学的対応を一元的に行う。 

(イ) 看護職員は、医師の指示に基づき投薬、検温、血圧測定等の医療行為を行うほか、入所者の

施設サービス計画及びリハビリテーション計画に基づく看護を行う。 

(ウ) 介護職員は、入所者の施設サービス計画及びリハビリテーション計画に基き日常生活に必要

な介護及び機能訓練補助業務を行う。 

(エ) 介護支援専門員は、多職種と共同して入所者の施設サービス計画の原案をたてるとともに、

要介護認定及び要介護認定更新の手続きを一元的に行う。 

(オ) 支援相談員は、入所者及びその家族からの相談に適切に応じるとともに、レクリエーション

等の計画、指導を行い、市町村との連携を図るほかボランティアの指導を行う。 

(カ) 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士は、医師や看護師等と共同して個別のリハビリテーシ

ョン実施計画書を作成するとともにリハビリテーションの実施に際し指導を行う。また、集

団レクリエーション・集団リハビリテーションに関しても計画を作成し実施・指導を行う。 
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(キ) 管理栄養士は、入所者の栄養管理、栄養ケア・マネジメント等の栄養状態の管理を行う。 

(ク) 薬剤師は、施設薬剤の管理、入所者の薬剤管理、看護・介護職員への助言・指導、診療時の

薬剤上の助言を行なう。 

(ケ) 事務員は事務の処理を行う。 

 

（入所定員） 

第７条 当施設の入所定員は２９名とする。（ユニット型個室２９名） 

ユニット数は３ユニットで、ユニットごとの入所定員はせせらぎ９名、そよかぜ１０名、 

きらめき１０名とする。 

 

（介護老人保健施設のサービス内容） 

第８条 当施設の施設サービスは、居宅における生活への復帰を目指し、入所者に関わるあらゆる職種

の職員の協議によって作成される施設サービス計画に基づいて、入所者の病状及び心身の状況

に照らして行う適切な医療及び医学的管理の下における看護・介護並びに日常生活の世話、ま

たリハビリ計画に基づく機能訓練、栄養管理、栄養ケア・マネジメント等の栄養状態の管理と

する。 

 

（入所者の負担の額） 

第９条 入所者負担額は次のとおりとし、施設サービスを提供した場合の利用料の額は、介護報酬告示

上の額とし、各入所者の介護保険負担割合証に記載された負担割合を乗じた額とする。 

（１） 保険給付の自己負担額を、別に定める料金表により支払いを受ける。 

（２） 利用料として、居住費・食費、入所者が選定する特別な食事の費用、日常生活費、

教養娯楽費、理美容代、私物の洗濯代、その他費用等利用料を料金表に記載の料金

により支払いを受ける。 

（３） 「居住費」及び「食費」において、国が定める負担限度額段階（１段階から３段階

②まで）の入所者の自己負担額については、別途料金表参照のこと。 

 

（身体拘束等） 

第１０条 当施設は、原則として入所者に対し身体拘束を廃止する。但し、当該入所者または他の入所

者等の生命または身体を保護するため等緊急やむを得なく身体拘束を行う場合、当施設の医師

がその様態及び時間、その際の入所者の心身の状況、緊急やむを得なかった理由を診療録に記

載する。 

   ２ 当施設は、身体拘束等の適正化を図るため、対策委員会を設置し定期的に開催するとともに、

その結果について従業者に周知徹底を図るものとする。また、適正化のための指針を整備し、

定期的に研修を実施する。 
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（褥瘡対策等） 

第１１条 当施設は、入所者に対し良質なサービスを提供する取り組みのひとつとして、褥瘡が発生し

ないような適切な介護に努めるとともに、褥瘡対策指針を定め、その発生を防止するための体

制を整備する。 

 

（施設の利用に当たっての留意事項） 

第１２条 当施設の利用に当たっての留意事項を以下のとおりとする。 

・ 施設利用中の食事は、特段の事情がない限り施設の提供する食事を摂取していただくこと

とする。食事は第９条に利用料として規定されるものであるが、同時に施設は第８条の規

定に基づき入所者の心身の状態に影響を与える栄養状態の管理をサービス内容としてい

るため、食事内容を管理・決定できる権限を委任いただく事とする。 

・ 面会は、１０：００～１７：３０までとする。 

・ 消灯時間は、２１：００とする。 

・ 外出・外泊は、事前に「外出・外泊申出書」の届出を必要とする。 

・ 飲酒は個別の嗜好に応じて認めるが、適度とする。酒類の管理は家族・職員とする。 

・ 施設内全てを禁煙とする。また、ライター等火気の所持は禁止とする。 

・ 設備・備品は、従業者の許可なく利用禁止とする。 

・ 金銭・貴重品の管理は、やむを得ない場合を除き本人・身元引受人・保証人管理とする。 

・ 外泊時等の施設外での受診は、緊急時、歯科を除き、受診は不可とする。 

・ 動物等の連れ込み、飼育は禁止とする。 

・ 入所者の「営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動」は禁止する。 

・ 他入所者への迷惑行為を禁止する。 

 

（非常災害対策） 

第１３条 当施設は、非常災害（火災・天災）に備えて、消防計画及び風水害、地震等の災害に対処す

る計画を作成し、防火管理者・火元責任者を定める。また、定期的な訓練を行う。 

（１） 非常災害用の設備点検は、契約保守業者に依頼する。点検の際は防火管理者が立ち会う。 

（２） 非常災害設備は常に有効に保持するよう努める。 

（３） 火災の発生や地震が発生した場合は、災害を最小限にとどめるため、自衛消防隊を編成

し、任務の遂行に当たる。 

（４） 防火管理者は、施設職員に対して防火教育、消防訓練を実施する。 

① 防火教育及び基本訓練（消火・通報・避難）・・・年２回以上 

（うち１回は夜間を想定した訓練を行う。） 

② 入所者を含めた総合避難訓練・・・・・・・・・・年１回以上 

③ 非常災害用設備の使用方法の徹底・・・・・・・・随時 

その他必要な災害防止対策についても必要に応じて対処する体制をとる。 

訓練の実施にあたって、地域住民の参加が得られるよう連携に努める。 
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（事故発生の防止及び発生時の対応） 

第１４条 当施設は、安全かつ適切に、質の高い介護・医療サービスを提供するために、事故発生の防

止のための指針を定め、介護・医療事故を防止するための体制と対策委員会を整備する。また、

サービス提供等に事故が発生した場合、当施設は、入所者に対し必要な措置を行う。 

   ２ 施設医師の医学的判断により、専門的な医学的対応が必要と判断した場合、協力医療機関、

協力歯科医療機関又は他の専門機関での診療を依頼する。 

   ３ 事故防止のための対策委員会及び従業者に対する研修を定期的に実施するため、担当者を設

置する。 

 

（職員の服務規律） 

第１５条 職員は、介護保険関係法令及び諸規則、個人情報保護法を遵守し、業務上の指示命令に従い、

自己の義務に専念する。服務に当たっては、協力して施設の秩序を維持し、常に次の事項に留

意すること。 

（１） 入所者に対しては、人格を尊重し親切丁寧を旨とし、責任をもって接遇すること。 

（２） 常に健康に留意し、明朗な態度を失ってはならない。 

（３） お互いに協力し合い、能率の向上に努力するよう心掛けること。 

 

（職員の質の確保） 

第１６条 職員の資質向上のために、研修の機会を確保する。 

 

（職員の勤務条件） 

第１７条 職員の就業に関する事項は、別に定める医療法人 紫陽の就業規則による。 

 

（職員の健康管理） 

第１８条 職員は、この施設が行う年１回の健康診断を受診すること。ただし、夜勤勤務に従事する者

は、年２回の健康診断を受診しなければならない。 

 

（衛生管理） 

第１９条 入所者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努

め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び医療用具の管理を適正に行う。 

   ２ 感染症が発生し又は、まん延しないように、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のた

めの指針を定め、必要な措置を講ずるための体制と対策委員会を整備する。また、従業員に対

し研修及び訓練を定期的に実施する。 

   ３ 管理栄養士等厨房勤務者は、毎月１回、検便を行わなければならない。 

   ４ 定期的に、鼠族、昆虫の駆除を行う。 
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（守秘義務及び個人情報の保護） 

第２０条 職員に対して、職員である期間及び職員でなくなった後においても、正当な理由がなく、そ

の業務上知り得た入所者又は、その身元引受人・保証人の個人情報を漏らすことがないよう指

導教育を適時行うほか、施設職員等が本規定に反した場合は、違約金を求めるものとする。 

   ２ この規程に定める事項のほか、運営に関する事項は別に重要事項に定める。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第２１条 当施設は、入所者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため、対策委員会を設

置し定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図るものとする。また、

虐待防止のための指針を整備し、定期的に研修を適切に実施するための担当者を設置する。 

 

（ハラスメント対策） 

第２２条 当施設は、職場におけるハラスメントの防止のため、雇用管理上において内容及び職場にお

けるハラスメントを行ってはならない旨の方針及び相談に対応する窓口・担当者を明確化し従

業者に周知・啓発をする。また、従業者に対して定期的に研修を行う。 

   ２ 入所者及び身元引受人、保証人等から従業者がハラスメントを受けた場合に関する事項は、

別に契約書に定めるものとする。 

 

（業務継続計画の策定等） 

第２３条 当施設は、感染症や非常災害の発生時において、入所者に対する介護保険施設サービスの提

供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業

務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるものとする。 

   ２ 当施設は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を

定期的に実施するものとする。 

   ３ 当施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行う

ものとする。 

 

（その他運営に関する重要事項） 

第２４条 地震等非常災害その他やむを得ない事情の有る場合を除き、入所定員及び居室の定員を超え

て入所させない。 

   ２ 運営規程の概要、職員の勤務体制、協力病院、入所者負担の額及び苦情処理の対応、プライ

バシーポリシーについては、施設内に掲示する。 

   ３ 介護保険施設サービスに関連する政省令及び通知並びに本運営規程に定めのない、運営に関

する重要事項については、医療法人 紫陽の役員会において定めるものとする。 
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付 則 

この運営規程は、平成２１年 ５月 １日より施行する。 

この運営規程は、平成２１年 ６月 １日より施行する。 

この運営規程は、平成２２年 ７月 １日より施行する。 

この運営規程は、平成２４年 ４月 １日より施行する。 

この運営規程は、平成２５年 ７月 １日より施行する。 

この運営規程は、平成２７年 ４月 １日より施行する。 

この運営規程は、平成２７年 ８月 １日より施行する。 

この運営規程は、平成２８年 ７月 １日より施行する。 

この運営規程は、平成２９年 ７月 １日より施行する。 

この運営規程は、平成３０年 ７月 １日より施行する。 

この運営規程は、令和  元年 １０月 １日より施行する。 

この運営規程は、令和 ３年  ４月 １日より施行する。 

この運営規程は、令和 ４年  ７月 １日より施行する。 

この運営規程は、令和 ６年  ４月 １日より施行する。 
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 介護老人保健施設 シンセーロ入所利用契約書 

 

（契約書の目的） 

第１条 小規模サテライト型介護老人保健施設 シンセーロ（以下「当施設」という。）は、要介護

状態と認定された入所者（以下単に「入所者」という。）に対し、介護保険法令の趣旨に従

って、入所者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営む事が出来る様にするととも

に、入所者の居宅における生活への復帰を目指した介護保険施設サービスを提供し、利用

者「入所者及び身元引受人（退所時に入所者の身元を引き受ける方）・保証人（入所者が本

契約上負担する一切の債務を、身元引受人と連帯して極度額 150 万円の範囲内で保証する

方）」は当施設に対し、そのサービスに対する料金を支払う事について取り決めることを、

本契約の目的とします。 

 

（適用期間） 

第２条 本契約は、利用者が介護老人保健施設シンセーロ入所利用契約書を当施設に提出頂いた時

から効力を有します。但し、身元引受人又は保証人に変更があった場合は、新たに契約を得

る事とします。 

  ２ 利用者は、前項に定める事項の他、本契約、別紙１、２及び別紙３の改定が行われない限

り、初回利用時の契約書提出をもって、繰り返し当施設を利用できるものとします。 

 

（利用者からの解除） 

第３条 入所者及び身元引受人は、当施設に対し、退所の意思表明をすることにより、本契約に基

づく入所利用を解除・終了することが出来ます。 

 

（当施設からの解除） 

第４条 当施設は入所者及び身元引受人に対し次に掲げる場合には、本契約に基づく入所利用を解

除・終了することができます。 

・ 入所者が要介護認定において自立又は要支援１・２と認定された場合 

・ 当施設において定期的に実施される入所継続検討会議において、退所して居宅にて生活が

出来ると判断された場合 

・ 入所者の病状、心身状態等が著しく悪化し、当施設での適切な介護保険施設サービスの提

供を超えると判断された場合 

・ 入所者及び身元引受人、保証人が、本契約に定める利用料金を２ヶ月以上滞納し、その支

払いを催促したにもかかわらず１４日間以内に支払われない場合 

・ 利用者が当施設、当施設の職員又は他入所者等に対して、利用継続が困難となる程度の背

任（信）行為又はハラスメント行為や反社会的行為を行った場合 

【ハラスメント行為】 

身体的暴力：叩く、蹴る、唾を吐く、引搔く、つねる等の行為 

精神的暴力：怒鳴る、罵る、威圧的な態度をとる、批判的な言動をとる等 
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セクハラ：不必要に手や腕など身体に触る、性的な話をする、わいせつな写真・動画を見 

せる等 

・ 天災、災害、施設・備品の故障、その他やむを得ない理由により、当施設を利用されるこ

とができない場合 

 

（利用料金） 

第５条 入所者及び身元引受人、保証人は当施設に対し本契約に基づく介護保険サービスの対価と

して、別紙２の利用単価ごとの料金をもとに計算された月毎の合計額及び入所者が個別に利

用したサービスの提供に伴い必要となる額の合計額を支払う義務があります。 

  ２ 当施設は、入所者及び身元引受人、保証人が指定する送付先に対し、前月料金合計額の請

求書及び明細書を毎月１５日までに送付し、入所者及び身元引受人・保証人は当施設に対し、

当該合計額を連帯して支払うものとします。尚、お支払いは預金口座振替でお願い致します。 

 

（記録） 

第６条 当施設は、入所者の介護保険施設サービスの提供に関する記録を作成し、その記録を利用

終了後５年間は保管いたします。 

  ２ 当施設は、入所者が前項の記録の閲覧・謄写を求めた場合には、原則としてこれに応じま

す。但し、身元引受人・その他の者（入所者の代理人を含みます。）に対しては、入所者の

承諾その他必要と認められる場合に限りこれに応じます。 

 

（身体拘束等） 

第７条 当施設は原則として入所者に対し身体拘束を廃止します。但し、当該入所者または他の入

所者等の生命または身体を保護するため等緊急やむを得なく身体拘束を行う場合、当施設の

医師がその様態及び時間、その際の入所者の心身の状況、緊急やむを得なかった理由を診療

録に記載します。 

  ２ 当施設は、身体拘束等の適正化を図るため、対策委員会を設置し定期的に開催するととも

に、その結果について従業者に周知徹底を図ります。また、適正化のための指針を整備し、

定期的に研修を実施します。 

 

（秘密の保持及び個人情報の保護） 

第８条 当施設とその職員は、当施設の個人情報保護方針に基づき、業務上知り得た入所者及び身

元引受人・保証人に関する個人情報の利用目的を別紙３のとおり定め、適切に取り扱います。

また、正当な理由なく第三者に漏らしません。但し、例外として次の各号については、法令

上、介護関係事業者が行うべき義務として明記されていることから、情報提供を行うことと

します。 

① サービス提供困難時の事業者間の連絡、紹介等 

② 居宅介護支援事業所、地域包括支援センター等との連携 

③ 利用者が偽りその他不正な行為によって保険給付を受けている場合等の市町村への通知 

④ 入所者に病状の急変が生じた場合等の主治の医師への連絡等 
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⑤ 生命・身体の保護のため必要な場合（災害時において安否確認情報を行政に提出する場

合等） 

２ 前項に掲げる事項は、利用終了後も同様の取り扱いとします。 

 

 

（緊急時の対応） 

第９条 当施設は入所者に対し、管理者兼医師の医学的判断により専門医の診察が必要と認められ

る場合、協力医療機関又は協力歯科医療機関での診療を依頼することがあります。 

   ２ 当施設は、入所者に対し、当施設における介護保険サービスでの対応が困難な状態、又

は、専門的な医学的対応が必要と判断した場合、他の専門的機関を紹介致します。 

   ３ 前２項のほか、入所利用中に入所者の心身の状態が急変した場合、当施設は、身元引受

人・保証人が指定する者に対し、緊急に連絡します。 

 

（事故発生の防止及び発生時の対応） 

第１０条 当施設は、安全かつ適切に、質の高い介護・医療サービスを提供するために、事故発生

の防止のための指針を定め、介護・医療事故を防止するための体制と対策委員会を整備し

ます。また、サービス提供等に事故が発生した場合、当施設は、入所者に対し必要な措置

を行います。 

   ２ 施設医師の医学的判断により、専門的な医学的対応が必要と判断した場合、協力医療機

関、協力歯科医療機関又は他の専門機関での診療を依頼します。 

   ３ 事故防止のための対策委員会及び従業者に対する研修を定期的に実施するため、担当者

を設置します。 

   ４ 前３項のほか、当施設は入所者の身元引受人・保証人が指定する者及び保険者の指定す

る行政機関に対して速やかに連絡をします。 

 

（衛生管理） 

第１１条 入所者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理

に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び医療用具の管理を適正に行

います。 

   ２ 感染症が発生し又は、まん延しないように、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止

のための指針を定め、必要な措置を講ずるための体制と対策委員会を整備します。また、

従業員に対し研修及び訓練を定期的に実施します。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第１２条 当施設は、入所者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため、対策委員会

を設置し定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図るものとし

ます。また、虐待防止のための指針を整備し、定期的に研修を適切に実施するための担当

者を設置します。 
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（業務継続計画の策定等） 

第１３条 当施設は、感染症や非常災害の発生時において、入所者に対する介護保険施設サービス

の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画

（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ず

るものとします。 

   ２ 当施設は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓

練を定期的に実施するものとします。 

   ３ 当施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を

行うものとします。 

 

（要望又は苦情等の申出） 

第１４条 入所者及び身元引受人、保証人は、当施設の提供する介護保険サービスに対しての要望

又は苦情等について、担当支援相談員に申し出ることができ、備付けの用紙、管理者宛て

の文書で所定の場所に設置する「ご意見箱」に投函して申し出る事ができます。 

 

（賠償責任） 

第１５条 介護保険施設サービスの提供に伴って当施設の責に帰すべき事由によって、入所者が損

害を被った場合、当施設は、入所者に対して、損害を賠償するものとします。 

２ 入所者及び身元引受人やそのご家族が、故意又は過失によって、施設設備、備品等に損

害を与え、又は無断で備品の形状を変えた時には、その損害について弁償していただきま

す。 

 

（利用契約に定めのない事項） 

第１６条 この契約に定められていない事項は、介護保険法令、その他諸法令に定めるところより、

当施設が誠意をもって協議して定めることとします。 
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介護保険施設サービス重要事項説明書 
 

１ 施設の目的 

 当施設は、入所者の有する能力に応じて、自立した日常生活を営むことができるよ 

うにするとともに、居宅における生活への復帰を目指した介護保険サービスを提供する 

ことを目的とする。 

 

２ サービス提供の方針等 

 当施設では、入所者の意思及び人格、生活歴を尊重し専門スタッフにより個別に質の 

高いサービス提供に努めます。常に明るく楽しい雰囲気を重視し、「笑顔」で「個性豊か 

に」安心して生活が送れるよう支援いたします。 

 

３ 施設の概要 

（１） 連絡先等 

事業所名 医療法人 紫陽 介護老人保健施設 シンセーロ 

所在地 名古屋市中川区水里三丁目２３１番地 

提供サービス 介護保健施設サービス（２３５１０８００５２号） 

連絡先 TEL ０５２－３０９－３２３１  FAX ０５２－３０９－３２３７ 

 

（２） 施設の構造規模 

建  物 

構  造 準耐火構造２階建 

延床面積 1,467.75 ㎡ 

利用定員 ２９名 

 

（３） 療養室（入所者負担限度額 課税世帯の場合） 

療養室の種類 室  数 居室面積（平均） 居住費 

個 室 ２９室 １５.３㎡ ２,０６６円／日 

 

（４）  主な諸室 

室  名 室数 面 積 主な設備等 

診察室 １ 25.27 ㎡ 冷暖房・換気扇・シンク・収納棚 

機能訓練室 １ 40.50 ㎡ 冷暖房・換気扇・手洗器 

共同生活室 ３ 377.83 ㎡ 冷暖房・床暖房・キッチン・換気扇 

浴室（個浴） ２ 16.13 ㎡ 冷暖房・換気扇・手すり・転倒防止用床タイル 

浴室（特浴） 1 13.00 ㎡ 冷暖房・換気扇・バスリフト 

調理室 １ 25.27 ㎡ 冷暖房・換気扇・熱風消毒保管庫 

洗濯室 １ 7.40 ㎡ 冷暖房・換気扇・ 

理美容室 １ 13.24 ㎡ 冷暖房・換気扇・洗面台 

別紙１ 
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４ 施設の職員体制（勤務時間） 人数は記載人数以上。 

管理者兼医師 1（12：30～15：30） 看護職員 3（勤務時間は下記に記載） 

理学療法士 1（8：30～17：30） 介護職員 8（勤務時間は下記に記載） 

介護支援専門員兼介護職員 1（8：30～17：30） 管理栄養士 1（8：30～17：30） 

支援相談員 1（8：30～17：30） 薬剤師 1（9：00～16：00） 

事務職員 1（8：30～17：30） 

※ 看護・介護職員の勤務時間（交代勤務体制） 

早 番 ① 早 番 ② 早 番 ③ 日 勤 

7：00～16：00 7：30～16：30 8：00～17：00 8：30～17：30 

日 遅 遅 番 夜 勤 

10：00～19：00 12：00～21：00 16：30～9：30 

 

５ サービス内容 

① 施設サービス計画の立案 

② 食事の提供（食事は原則として共同生活室でおとり頂きます。） 

朝食  ７：３０～ 

昼食 １２：００～ 

夕食 １８：００～ 

③ 入浴 入所者は、週に最低 2 回ご利用いただきます。ただし、入所者の身体の状態に応

じて清拭となる場合があります。一般個浴にて入浴が困難である入所者には特別浴槽で

対応いたします。 

④ 医学的管理・看護 

⑤ 介護（日常生活上でのお世話を致します。） 

⑥ リハビリ計画の立案、リハビリテーション 

⑦ 相談援助サービス 

⑧ 栄養ケア計画の立案、栄養管理、栄養ケア・マネジメント等の栄養状態の管理 

⑨ 入所者が選定する特別な食事の提供 

⑩ 理美容サービス（月 1 回程度実施します。） 

⑪ 行政手続代行 

※これらのサービスの中には、入所者からの基本料金とは別に利用料金をいただくもの

もありますので、ご相談ください。 

 

６ サービス利用料及び入所者負担 

別添利用料金表参照 

 

※ 要介護認定の申請中で、認定結果が出ていない場合など、「償還払い」となる場合には、 

一旦入所者又は身元引受人・保証人が利用料（10 割）を支払い、その後市区町村に対し

て保険給付分（9 割）を請求する事になります。 
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※ 介護保険被保険者証の給付制限欄に、支払方法変更（一旦全額自己負担となります） 

や給付額の減額（保険給付が 7 割となります）の記載がある場合は、これに基づいた利用

料金となります。 

 

７ 支払い方法 

    入所者及び身元引受人、保証人が指定する送付先に対し、前月利用料金合計額の請求書

及び明細書を支払い当月１５日までに送付いたします。預金口座振替でお支払い下さい。 

 

８ 協力医療機関等 

  当施設では、下記の医療機関や歯科診療所に協力をいただき、入所者の状態が急変した 

場合等には、速やかに対応をお願いするようにしています。 

・ 協力医療機関 

①名称：医療法人 紫陽 クリニックサンセール 

住所：名古屋市中川区中島新町二丁目３１１番地 

電話：０５２－３６９－１３１３ 

②名称：名古屋掖済会病院 

 住所：名古屋市中川区松年町４－６６ 

 電話：０５２－６５２－７７１１ 

・ 協力歯科医療機関 

   名称：板津歯科医院 

   住所：名古屋市中川区打中二丁目１１２番地 

   電話：０５２－３５１－６４８０ 

※ 上記の協力医療機関での優先的な診療および入院治療を保証するものではありません。 

また、上記の協力医療機関での診療及び入院治療を義務づけるものではありません。 

 

９ その他の事項 

 面   会 
面会時間 １０：００～１７：３０ 

※受付にて面会票に記入しユニット職員に提出して下さい。 

外出・外泊 外出・外泊の際には必ず「外出・外泊申出書」を提出ください。 

宿    泊 
ご家族様の宿泊についても可能です。（入所者様の居室での宿泊に限

る。）希望される場合は、事前にご相談ください。 

喫   煙 施設内全てを禁煙。ライター等火気の所持は禁止します。 

飲   酒 
個別の嗜好に応じ適度の飲酒は可。酒類の管理は家族・職員に限定し

ます。 

禁止行為等 

利用者は、施設内で次の行為はしないで下さい。 

① 宗教や習慣の違いなどで他者を排撃し、又は、自己の利益のために

他者の事由を侵すこと。 

② 喧嘩又は口論、泥酔するなど他の入所者に迷惑を及ぼすこと。 

③ 故意に施設もしくは物品を破損したり、施設外に持ち出すこと。 
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④ 金品又は物品によって、賭け事をすること。 

⑤ 施設内の秩序を乱したり、安全衛生を害すること。 

⑥ 無断で物品の位置や、形状を変えること。 

※上記の違反行為により、他の入所者や施設の物品等に被害が生じた

場合は、賠償責任が発生する事があります。 

貴重品の管理 

① 不要な貴重品は持ち込まないで下さい。 

② 現金・貴重品は原則、入所者又は、身元引受人・保証人で管理して

ください。 

③ やむを得ない場合のみ、一時的に施設で保管します。その際には、

「貴重品保管依頼書」をご提出いただきます。 

動物等の飼育 施設内への動物等の連れ込み及び飼育はお断りします。 

他医療機関の受診 

入所中は、緊急時と歯科を除き、原則として病院（協力病院も含む）

や診療所で診察や薬をもらうことはできません。 

外出中や外泊中も同じ扱いになります。入所期間中の受診予約はキャ

ンセルしていただくようお願いいたします。 

どうしても受診が必要な場合は、必ず事前に支援相談員へお申し出く

ださい。 

 

１０ 非常災害対策 

・ 防火管理者は支援相談員とします。また、火元責任者は管理栄養士とします。 

  ・ 非常災害用の設備は契約保守業者に依頼しており、点検時は防火管理者が立ち会いま

す。 

・ 火災や地震が発生した場合は、災害を最小限にとどめるため、自衛消防隊を編成し、

任務遂行にあたります。 

・ 防火管理者は、施設職員に対して防火教育、消防訓練を実施します。 

① 防火教育及び基本訓練（消火・通報・避難）・・・年 2 回以上 

（うち 1 回夜間を想定した訓練） 

② 入所者を含めた総合避難訓練 ・・・・・・・・・年 1 回以上 

③ 非常災害用設備の使用方法の徹底 ・・・・・・・随時 

その他必要な災害防止対策についても必要に応じて対処する体制に努めます。 

 

１１ 緊急時の連絡先 

  入所者の急変等、緊急時の場合には、「契約書」にご記入頂いた連絡先にご連絡致します。 

 

１２ 相談・苦情等の対応 

（１） サービスに関する相談や苦情については、次の窓口で対応します。 

また、事務所前に備え付けの「ご意見箱」をご利用いただき、管理者に直接お申し

出いただくこともできます。 
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医療法人 紫陽 

介護老人保健施設 

シンセーロ 

所 在 地 名古屋市中川区水里三丁目２３１番地 

電話番号 ０５２－３０９－３２３１ 

Ｆ Ａ Ｘ ０５２－３０９－３２３７ 

担 当 支援相談員  武田 繁人 

対応時間 ８：３０～１７：３０ 

 

苦情解決の方法 

【苦情受付】：苦情受付窓口に支援相談員を担当者として定めております。 

    口頭・電話にて直接お申し出ください。 

      担当者が不在および緊急時・受付時間外においては基本的な事項について誰でも

対応ができるようにしております。近くにいる職員へお申し出ください。 

      担当者にて内容の確認をした後、折り返し連絡をさせて頂きます。 

      窓口での苦情受付・対応時間は上記に定めるとおりです。 

 

（その他の苦情申立先） 

弁護士   相川 悟郎 電話：０５２－９６１－１５０１ 

公認会計士  辻下 克彦 電話：０５２－９３５－８７７０ 

 

（２） 次の機関においても、苦情申出等ができます。 

名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課 電話：０５２－９５９－２５９２ 

国民健康保険団体連合会の相談・苦情窓口 電話：０５２－９７１－４１６５ 

市区町村の介護保険担当窓口（中川区） 電話：０５２－３６３－４４１９ 

 

１４ 施設利用にあたっての留意事項 

 （１）入退所について 

  『入所判定』 

・ 入所の利用申込みをいただいた入所者に対して、事前面接（実態調査）の情報と診療

情報をもとに当施設の管理者兼医師・看護師・理学療法士・介護支援専門員・支援相

談員・管理栄養士・介護職員等による入所判定会議を行い、入所可否を検討します。 

・ 入所判定の基準は、入所者の心身状態、ご希望を踏まえて当施設設備・職員配置等に

おける対応可否及び当施設の主旨に照らし総合的に判断します。 

  『入所』 

・ 入所判定結果を利用者にお伝えし、当施設との契約・同意を得た上で入所となります。 

 

  『退所』 

・ 入退所検討会議にて退所、あるいは入所継続の検討会議をおこないます。その結果、

退所が可能と判断された方は、退所していただきます。 

※ご家族様（身元引受人、保証人）におかれましても、可能な限り出席をいただきます。 
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（２）食器・家具の持ち込みについて 

   当施設では、入所者の個性・生活歴を尊重しサービスの提供をさせていただきたいと考

えています。入所されても可能な限りこれまでの生活に近い環境で過ごしていただけるよ

うに、食器（茶碗・箸・湯飲み）など普段使っている物や家具（本棚等）をお持ちいただ

きたいと思っています。お持ちいただいた家具などで居室を入所者らしく、安心して過ご

すことが出来る環境を整えていただきたいと考えています。持ち込む物や、持ち込み方法

等についてはご相談ください。 

 

 （３）洗濯について 

   入所者の洗濯については、原則としてご家族様（身元引受人、保証人）でお願いしてお

ります。面会時にお持ち帰り下さい。着替えについては、不足がないように定期的にお持

ちくださいますようお願い致します。（※施設に備え付けのコイン式洗濯機・乾燥機があ

りますので、ご利用下さい。）ご家族様（身元引受人、保証人）の事情で、定期的な洗濯

が困難な方はご相談ください。（業者洗濯へ依頼する事ができます。） 

 

 （４）介護老人保健施設における医療 

   【診療について】 

介護老人保健施設では、入所者に必要な日常的な医療については当管理者兼医師

（以下、単に「医師」という）職員が担当する事とされており往診を求めたり、他医

療機関に通院させてはならない事となっております。より専門的な医療が必要な場合

には、協力医療機関と連携のもと医師からの『診療のご依頼』により行われます。他

医療機関に受診を希望される場合は、必ずご相談ください。その場合の医療保険診療

における自己負担分は、お支払いしていただくことになります。 

 

   【投薬について】 

     入所中の投薬に関しても、医師が日々の状態管理のもと処方する事となっています。

場合によっては、お薬の変更や減薬をすることもありますのでご了承下さい。入所前

からかかっていた他の医療機関からの定期的な薬を入所中に処方してもらい、持ち込

むことは原則できません。詳細については、ご相談ください。 

 

   【入院となった場合】 

     病院への入院となった場合は、入院と同時に当施設は退所としての取り扱いとなり

ます。短期間の入院ののち、回復された場合は再入所できる場合があります。ただし、

入院前のユニット・居室に再入所できるとは限りません。了承の上、ご相談下さい。 
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介護保健施設サービスについて 
 

１．介護保険被保険者証の確認 

ご利用のお申込に当たり、入所希望者の介護保険被保険者証・介護保険負担割合証・介護

保険負担限度額認定証を確認させて頂きます。 

 

２．介護保健施設サービス 

当施設でのサービスは、どのような介護サービスを提供すれば家庭に復帰していただける

状態になるかという施設サービス計画に基づいて提供されます。この計画は、入所者に関

わるあらゆる職種の職員との協議によって作成されますが、その際、入所者・身元引受人、

保証人の希望を十分に取り入れ、また、計画の内容については同意をいただくこととして

います。 

◇ 医療： 

介護老人保健施設は入院の必要のない程度の要介護者を対象としていますが、   

医師・看護職員・薬剤師等が常駐していますので、入所者の状態に照らして適切な

医療・看護を行います。 

◇ 機能訓練： 

   原則として機能訓練室にて行いますが、施設内でのすべての活動が、機能訓練のた

めのリハビリテーション効果を期待したものです。 

◇ 栄養管理： 

   心身の状態維持・改善の基礎となる栄養管理サービスを提供します。 

◇ 生活サービス 

   当施設入所中も、明るく楽しい元気な雰囲気のもとで生活していただけるよう、常

に入所者の立場に立って運営しています。 

◇ 安全管理体制： 

     安全対策において担当者（介護主任 藤井 孝弘）を配置し、事故、身体拘束、虐

待の発生又は再発を防止するための措置を講じます。 

 

 

３．利用料金 

（１） 介護保険給付の自己負担額 

① 施設サービス費 

入所者の自己負担額は、介護報酬告示上の額とし、介護保険負担割合証に記載された

負担割合を乗じた額となります。また、全国一律ではなく、施設の所在地による地域

加算や配置職員数による加算、その他各種加算等により異なります。当施設の入所者

負担額は１日当たり次のとおりとなりますが、円以下の端数計算により、実額は若干

異なることがあります。 

 

別紙２ 
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※月額利用料の考え方（介護保険負担割合 1 割の計算例） 

{（基本サービス費＋加算）×利用日数×10.68 円}×10％＋（保険外利用料×利用日数） 

 

 

ユニット型個室Ⅰⅱ（在宅強化型）     ユニット型個室Ⅰⅰ（基本型）  

・ 要介護１・・・約 935 円／日     ・ 要介護１・・・約  856 円／日 

・ 要介護２・・・約 1,016 円／日    ・ 要介護２・・・約  905 円／日 

・ 要介護３・・・約 1,087 円／日    ・ 要介護３・・・約 975 円／日 

・ 要介護４・・・約 1,150 円／日    ・ 要介護４・・・約 1,033 円／日 

・ 要介護５・・・約 1,206 円／日    ・ 要介護５・・・約 1,087 円／日 

 

② 入所後 30 日間に限り、上記基本サービス費に加え初期加算Ⅰ（約 64 円／日）、また

は初期加算Ⅱ（約 32 円／日）をいただきます。 

③ 入所後３ヶ月間に限り、短期集中的な個別のリハビリテーション計画を策定し週に３

回以上実施した場合、短期集中リハビリテーション実施加算Ⅱ（約 213 円／回）、加

えて月に 1 度評価結果を厚生労働省に提出した場合は、短期集中リハビリテーション

実施加算Ⅰ（約 275 円／回）をいただきます。 

④ 夜間の職員配置基準を満たした場合、夜間職員配置加算として 1 日につき約 26 円い

ただきます。 

⑤ 在宅復帰支援体制状況により、在宅復帰・在宅支援機能加算Ⅰ(約 54 円／日)Ⅱ(約 54

円／日)を頂きます。体制状況によって算定の有無が変動する場合があります。 

⑥ 外泊された場合、外泊初日と最終日以外は、上記施設サービス費に代えて 1 月につき 

6 日間を限度とし約 387 円とします。また、外泊中に老健施設在宅サービスを利用さ

れた場合、約 854 円／日を算定されます。 

⑦ その他の加算料金 

・栄養マネジメント強化加算 約 11 円／日   ・入所前後訪問指導加算(Ⅰ)   約 481 円／回 

    ・療養食加算（3 回／日を限度）約 6 円／回    ・入所前後訪問指導加算(Ⅱ)   約 513 円／回 

・経口移行加算        約 30 円／日    ・試行的退所時指導加算     約 427 円／回 

・経口維持加算Ⅰ      約 427 円／月     ・退所時栄養情報連携加算    約 75 円／回 

・経口維持加算Ⅱ       約 107 円／月   ・退所時情報提供加算（Ⅰ）   約 534 円／回 

・口腔衛生管理加算Ⅰ    約 96 円／月    ・退所時情報提供加算（Ⅱ）   約 267 円／回 

・科学的介護推進体制加算Ⅱ  約 64 円／月   ・訪問看護指示加算       約 320 円／回 

・若年性認知症受入加算   約 128 円／日   ・入退所前連携加算Ⅰ      約 640 円／回 

・安全対策体制加算     約 21 円／回    ・入退所前連携加算Ⅱ      約 427 円／回 

・所定疾患施設療養費Ⅰ   約 255 円／日    ・再入所時栄養連携加算     約 213 円／回 

・認知症行動・心理症状緊急対応加算 約 214 円／日 ・特定治療（老人医科診療報酬点数票による） 

・サービス提供体制強化加算Ⅰ（約 23 円／日）、Ⅱ（約 19 円／日） 

・リハビリテーションマネジメント計画情報加算Ⅰ（約 56 円／月）、Ⅱ（約 35 円／月） 

・介護職員等処遇改善加算Ⅰ 所定単位数の 7.5％加算／月 
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（２） 介護保険給付適用外の自己負担額 

          

所得段階別 居住費及び食費（１日当たりの負担額） 

所得段階 

居住費 

ユニット型個室 
食費 

第１段階 ８８０円／日 ３００円／日 

第２段階 ８８０円／日 ３９０円／日 

第３段階① １,３７０円／日 ６５０円／日 

第３段階② １,３７０円／日 １,３６０円／日 

課税世帯 ２,０６６円／日 １,７５０円／日 

        課税世帯の食費の内訳 

        朝食：５００円 昼食：７００円 夕食：５５０円 

 

※ 国が定める負担限度額認定を受けている方は保険証の提示が必要となります。提示がない

場合は原則として課税世帯の方として利用料の支払いをしていただく事となりますので、

分からない場合は必ず支援相談員へご相談下さい。 

 

（３） その他の料金 

① 理美容代 

・ カット代・・・・・・・・・ ２,６００円／１回 

・ カット（シャンプー付）・・・３,３００円／１回 

・ 顔そり・・・・・・・・・・・・９００円／１回 

・ 毛染め・カット ・・・・・・６,１００円／１回 

・ ﾊﾟｰﾏ・ｶｯﾄ・・・・・・・・・６,３００円／１回 

② 文書料 

・ 診断書作成料・・・・・・・・２，５００円／１通 

（標準様式）の検査項目によっては、料金に加算されます。 

 ③予防接種代 ・・・・・・・・実費相当分／回  

 ④日用品費・・・・・・・・・・５００円／日（内訳は、日用品使用申込書参照下さい） 

 ⑤洗濯機使用料・・・・・・・・１００円／回 

 ⑥乾燥機使用料・・・・・・・・１００円／回 

 ⑦室料 A ・・・・・・・・・・９２０円／日 

 ⑧室料 B ・・・・・・・・・・７００円／日 

⑧ 業者洗濯費用・・・・・・・・６００円／１袋 

⑨ 電気代・・・・・・・・・・・ ５０円／日 
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（４） 無料又は低額介護老人保健施設利用事業による利用料等の減免 

   社会福祉法第 2 条第 3 項に規定する生計困難者に対して無料又は低額な費用で介護老 

人保健施設の入所者負担を軽減する事業を実施します。 

① 介護老人保健施設利用料等の減免規程により該当する者は次のとおりとする。 

・生活保護法による保護を受けている者。 

・介護保険法における介護保険負担限度額認定証の第１段階又は第２段階に該 

当する者。 

      ・その他特別な事情により生計困難者と施設長が認めた者。 

② 減免が認められた者の減免額は次のとおりとする。 

・生活保護法による保護を受けている者は、居住費のうち本人負担額を全額減免 

する。 

・生活保護法による保護を受けている者以外で減免規程に該当する生計困難者は 

介護保険施設サービス費、居住費、食費及び日用品費の 10％を減免する。 

 

支払い方法 

・ 毎月１５日までに、先月分の利用料金合計額の請求書及び明細書を指定送付先

に郵送いたします。 

・ お支払いは、預金口座振替にてお支払い下さい。入金確認がされてから領収書

を指定送付先に郵送若しくは、面会時に手渡しにて交付させて頂きます。 
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個人情報保護方針 

 
当施設は、個人の権利・利益を保護するために、個人情報を適切に管理することを社会的 

責務と考えます。 

個人情報保護に関する方針を以下のとおり定め、職員および関係者に周知徹底を図り、個 

人情報保護に努めます。 

 

 １ 個人情報の収集・利用・提供 

   個人情報を保護管理する体制を確立し、適切な個人情報の収集、利用および提供に 

関する内部規則を定め、これを遵守します。 

 

２ 個人情報の安全対策 

  個人情報への不正アクセス、個人情報の紛失、破壊、改ざん及び漏洩などに関する万 

全の予防措置を講じます。万一の問題発生時には速やかな是正対策を実施します。 

 

３ 個人情報の確認・訂正・利用停止 

  情報主体（利用者）などからの内容の確認・訂正あるいは利用停止を求められた場合に 

は、別に定める内部規則により、調査の上適切に対応します。 

 

４ 個人情報に関する法令・規範の遵守 

  個人情報に関する法令およびその他の規範を遵守します。 

 

５ 教育および継続的改善 

  個人情報保護体制を適切に維持するため、職員の教育・研修を徹底し、内部規則を継 

続定期に見直し、改善します。 

 

６ 診療情報の提供・開示 

  診療情報の提供・開示を必要に応じ、本人・家族様の了承のもと医療機関や転所先へ 

させていただきます。 

 

７ 問合せ窓口 

  個人情報に関するお問合せは、以下までご連絡ください。 

  個人情報保護相談窓口：支援相談員 

 

 
 

別紙３ 
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個人情報の利用目的 

 

【入所者への施設サービスの提供に必要な利用目的】 

（施設内部での利用） 

・ 当施設が入所者に提供する介護サービス・日常の医療 

・ 介護保険事務 

・ 入所者様に係る管理運営業務のうち 

－ 入退所等の管理 

－ 会計・経理 

－ サービスの改善・安全確保・事故あるいは未然防止等の分析・報告 

－ 入所者への介護・医療サービスの向上 

 （他の事業者等への情報提供） 

・ 当施設が入所者等に提供する介護サービス・日常医療のうち 

－ 医療機関および他の居宅サービス事業者や居宅介護支援事業所との連携 

（サービス担当者会議等）、照会への回答 

  － 厚生労働省 科学的介護情報システム「LIFE」への情報登録 

－ 入所者の診察等にあたり、外部の医師等の意見・助言を求める場合。 

－ 検体検査業務・調理業務の業務委託 その他の業務委託 

－ 家族等への心身の状況説明 

・ 介護保険のうち、 

－ 審査支払機関へのレセプトの提出 

－ 審査支払機関又は保険者からの照会への回答 

・ 損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は、届出等 

 

【上記以外の利用目的】 

 （施設の内部での利用） 

・ 当施設の管理運営のうち、 

－ 介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料 

－ 当施設において行われる学生等の実習への協力 

－ 満足度調査や業務改善のためのアンケート調査 

－ 当施設において行われる事例研究 

 （他の事業者等への情報提供に係る利用） 

・ 特定の入所者様・関係者についての事例学会、研究会等での報告は、氏名、生年月

日、住所等を消去することで匿名化する。匿名化が困難な場合、本人の同意を得る。 

・ 当施設の管理運営業務のうち 

－ 外部監査機関への情報提供 

※個人情報の利用においては、入所者及び身元引受人、保証人以外の方の情報も同様に用い 

る場合がある。その場合、利用者より同意を得たものとする。 
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 以上、契約書及び重要事項説明書・別紙１，２，３・個人情報（入所者及び身元引受人、保

証人）の利用目的の取り扱いについて担当者より説明を受け、十分理解の上同意し、契約が成

立したことを証するため本契約書２通を作成し、利用者及び事業者は記名押印の上、各自１通

保有するものとする。 

 

令和   年   月   日 

事業者 

事 

業 

者 

所在地 〒454-0963 

名古屋市中川区水里三丁目２３１番地 

 電話番号 ０５２－３０９－３２３１ ＦＡＸ ０５２－３０９－３２３７ 

事業者名 医療法人 紫陽 介護老人保健施設シンセーロ 

代表者名 施設長  吉水 俊洋 ㊞ 

指定番号 ２３５１０８００５２ 指定都道府県名 愛知県 

利用者 

入

所

者 

住 所 

〒   － 

 

電話番号  ＦＡＸ  

氏 名 ㊞  

身

元

引

受

人 

住 所 

〒   － 

 
 

電話番号  携帯番号  

氏 名 ㊞ 続 柄  

勤務先 
名  称  

電話番号  

保

証

人 

住 所 

〒   － 

 

電話番号  携帯番号  

氏 名 ㊞ 続 柄  

勤務先 名  称  

 電話番号  

【 請求書・明細書及び領収書の送付先（支払者）】 

  氏  名                続柄 

  住  所 〒   － 

 

 

  電話番号 （     ）     － 



➀　介護保険サービス費 ➅　その他の加算項目

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

➁　食費 円 円

円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

➂　居住費 円 円

円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

➃　利用料 円 円

円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

➄　その他の費用（個別にかかる費用） 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※施設体制状況により加算算定の有無が変動する場合があります。

３０日の料金目安　　ユニット型個室Ⅰⅰ（基本型） 　※令和7年3月1日現在

ご不明な点がございましたら、支援相談員までご相談下さい。

※上記、合計金額には①、②、③、④、また⑥の一部が含まれております。⑤、⑥の個別に対象となる項目については含まれておりません。
※介護単位数は1単位＝10.68円で計算しています。

¥222,738 ¥255,567

要介護度５ ¥84,819 ¥87,519 ¥110,019 ¥131,319 ¥191,499 ¥225,918 ¥260,337

要介護度４ ¥83,229 ¥85,929 ¥108,429 ¥129,729 ¥189,909

¥215,058 ¥244,047

要介護度３ ¥81,459 ¥84,159 ¥106,659 ¥127,959 ¥188,139 ¥219,198 ¥250,257

要介護度２ ¥79,389 ¥82,089 ¥104,589 ¥125,889 ¥186,069

課税世帯(２割) 課税世帯(３割)

要介護度１ ¥77,919 ¥80,619 ¥103,119 ¥124,419 ¥184,599 ¥212,118 ¥239,637

利用料 第１段階 第２段階 第３段階-① 第３段階-② 課税世帯(１割)

文書料 1,500～5,000 円／回 介護職員等処遇改善加算Ⅰ 所定単位数の75/1,000単位／月

予防接種 実費相当分 円／回

コイン式乾燥機 100 円／回 外泊時費用（加算） 387 ―

コイン式洗濯機 100 円／回 緊急時施設療養費（１月に３日を限度） 546 ―

電気代 （1コンセント） 50 円／日 所定疾患施設療養費Ⅰ（連続7日間に限る） 255 ―

業者洗濯 600 円／袋 再入所時栄養連携加算 213 ―

理美容 （カットのみ） 2,600 円／回 認知症行動・心理症状緊急対応加算 214 ―

入退所前連携加算Ⅰ 640 ―

入退所前連携加算Ⅱ 427 ―

日用品費 500 15,000 訪問看護指示加算 320 ―

室料差額Ｂ　 700 21,000 退所時情報提供加算Ⅱ 267 ―

室料差額Ａ 920 27,600 退所時情報提供加算Ⅰ 534 ―

利用項目 日額 月額（30日） 退所時栄養情報連携加算 75 ―

入所前後訪問指導加算Ⅱ 513 ―

試行的退所時指導加算 427 ―

１段階 880 26,400 入所前後訪問指導加算Ⅰ 481 ―

２段階 880 26,400 若年性認知症受入加算 128 ―

３段階-① 1,370 41,100 安全対策体制加算 21 ―

３段階-② 1,370 41,100 科学的介護推進体制加算Ⅱ ― 64

課税世帯 2,066 61,980 リハビリテーションマネジメント計画情報加算Ⅱ ― 35

所得階層 居住費 日額 月額（30日） リハビリテーションマネジメント計画情報加算Ⅰ ― 56

在宅復帰・在宅支援機能加算（Ⅰ） 54 1,620

在宅復帰・在宅支援機能加算（Ⅱ） 54 1,620

１段階 300 9,000 口腔衛生管理加算Ⅱ ― 117

２段階 390 11,700 口腔衛生管理加算Ⅰ ― 96

３段階-① 650 19,500 経口維持加算Ⅱ ― 107

３段階-② 1,360 40,800 経口維持加算Ⅰ ― 427

課税世帯 1,750 52,500 経口移行加算 30 900

所得階層 食費 日額 月額（30日） 療養食加算（3回/日を限度） 6 540

夜勤職員配置加算 26 780

栄養マネジメント強化加算 12 360

要介護度　５ 1,087 32,610 サービス提供体制加算Ⅱ 19 570

要介護度　４ 1,034 31,020 短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘ実施加算Ⅱ（３ヶ月間に限る） 214 ―

要介護度　３ 975 29,250 短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘ実施加算Ⅰ（３ヶ月間に限る） 276 ―

要介護度　２ 906 27,180 初期加算Ⅱ（入所より30日間に限る） 32 960

要介護度　１ 857 25,710 初期加算Ⅰ（入所より30日間に限る） 64 1,920

介護老人保健施設シンセーロ　利用料金表(負担割合１割)
※介護保険負担割合が２～３割の方は、介護保険費用を各割合により乗じた金額になります。

ユニット型個室Ⅰⅰ 日額 月額（30日） 加算名 日・回数額 月額（30日）



➀　介護保険サービス費 ➅　その他の加算項目

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

円 円

➁　食費 円 円

円 円

円 円 円 円

円 円

円 円

➂　居住費 円 円

円 円

円 円 円 円

円 円

円 円

➃　利用料 円 円

円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

円 円

➄　その他の費用（個別にかかる費用） 円 円

円／回 円 円

円／袋 円 円

円／日 円 円

円／回 円 円

円 円

円 円

円／回 円 円

円 円

円 円

※施設体制状況により加算算定の有無が変動する場合があります。

３０日の料金目安　　ユニット型個室Ⅰⅰ（基本型）　※令和7年3月1日現在

ご不明な点がございましたら、支援相談員までご相談下さい。

電気代 （1コンセント） 50

600

2,600

¥212,118

負担割合２割

利用料

コイン式乾燥機 100

¥225,918

要介護度４

¥222,738

要介護度３

¥219,198

要介護度２

¥215,058
※上記、合計金額には①、②、③、④、また⑥の一部が含まれております。⑤、⑥の個別に対象となる項目については含まれておりません。
※介護単位数は1単位＝10.68円で計算しています。

文書料 1,500～5,000 円／回

介護職員等処遇改善加算Ⅰ 所定単位数の75/1,000単位／月

要介護度５

所定疾患施設療養費Ⅰ（連続7日間に限る） 510 ―

外泊時費用（加算） 774 ―

要介護度１

予防接種 実費相当分

緊急時施設療養費（１月に３日を限度） 1,092 ―

再入所時栄養連携加算 426 ―

コイン式洗濯機 100

認知症行動・心理症状緊急対応加算 428 ―円／回

入退所前連携加算Ⅰ 1,280 ―

入退所前連携加算Ⅱ 854 ―

日用品費 500 15,000

訪問看護指示加算 640 ―

理美容 （カットのみ）

業者洗濯

―

室料差額Ｂ　 700 21,000

退所時情報提供加算Ⅱ 534 ―

1,026 ―

試行的退所時指導加算 854

室料差額Ａ 920 27,600

退所時情報提供加算Ⅰ 1,068 ―

退所時栄養情報連携加算 150 ―

入所前後訪問指導加算Ⅱ

入所前後訪問指導加算Ⅰ 962 ―

若年性認知症受入加算 256 ―

利用項目 安全対策体制加算 42 ―月額（30日）日額

科学的介護推進体制加算Ⅱ ― 128

リハビリテーションマネジメント計画情報加算Ⅱ ― 70

リハビリテーションマネジメント計画情報加算Ⅰ ― 112

在宅復帰・在宅支援機能加算（Ⅰ） 108 3,240

在宅復帰・在宅支援機能加算（Ⅱ） 108 3,240課税世帯 2,066 61,980

口腔衛生管理加算Ⅱ ― 234

所得階層

口腔衛生管理加算Ⅰ ― 192

居住費 日額 月額（30日）

経口維持加算Ⅱ ― 214

課税世帯 1,750 52,500 経口維持加算Ⅰ ― 854

所得階層 経口移行加算 60 1,800月額（30日）食費 日額

療養食加算（3回/日を限度） 12 1,080

夜勤職員配置加算 52 1,560

栄養マネジメント強化加算 24 720

要介護度　５ 2,174 65,220 サービス提供体制加算Ⅱ 38 1,140

要介護度　４ 2,068 62,040 短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘ実施加算Ⅱ（３ヶ月間に限る） 428 ―

要介護度　３ 1,950 58,500 短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘ実施加算Ⅰ（３ヶ月間に限る） 552 ―

要介護度　２ 1,812 54,360 初期加算Ⅱ（入所より30日間に限る） 64 1,920

要介護度　１ 1,714 51,420 初期加算Ⅰ（入所より30日間に限る） 128 3,840

介護老人保健施設シンセーロ　利用料金表
(負担割合２割)

ユニット型個室Ⅰⅰ 日額 月額（30日） 加算名 日・回数額 月額（30日）



➀　介護保険サービス費 ➅　その他の加算項目

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

円 円

➁　食費 円 円

円 円

円 円 円 円

円 円

円 円

➂　居住費 円 円

円 円

円 円 円 円

円 円

円 円

➃　利用料 円 円

円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円

円 円

➄　その他の費用（個別にかかる費用） 円 円

円／回 円 円

円／袋 円 円

円／日 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※施設体制状況により加算算定の有無が変動する場合があります。

３０日の料金目安　　ユニット型個室Ⅰⅰ（基本型）　※令和7年3月1日現在

ご不明な点がございましたら、支援相談員までご相談下さい。

電気代 （1コンセント）

業者洗濯

理美容 （カットのみ）

50

600

2,600

※上記、合計金額には①、②、③、④、また⑥の一部が含まれております。⑤、⑥の個別に対象となる項目については含まれておりません。
※介護単位数は1単位＝10.68円で計算しています。

利用料 ¥239,637 ¥244,047 ¥250,257 ¥255,567 ¥260,337

負担割合２割 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５

文書料 1,500～5,000 円／回

介護職員等処遇改善加算Ⅰ 所定単位数の75/1,000単位／月

予防接種 実費相当分 円／回

コイン式乾燥機 100 円／回

外泊時費用（加算） 1,161 ―

639 ―

認知症行動・心理症状緊急対応加算 642

コイン式洗濯機 100 円／回

緊急時施設療養費（１月に３日を限度） 1,638 ―

所定疾患施設療養費Ⅰ（連続7日間に限る） 765 ―

再入所時栄養連携加算

訪問看護指示加算 960 ―

―

入退所前連携加算Ⅰ 1,920 ―

入退所前連携加算Ⅱ 1,281 ―

室料差額Ｂ　 700 21,000

退所時情報提供加算Ⅱ 801 ―

―

日用品費 500 15,000

室料差額Ａ 920 27,600

退所時情報提供加算Ⅰ 1,602 ―

1,281 ―

入所前後訪問指導加算Ⅰ 1,443

利用項目 日額 月額（30日）

退所時栄養情報連携加算 225 ―

入所前後訪問指導加算Ⅱ 1,539 ―

試行的退所時指導加算

若年性認知症受入加算 384 ―

安全対策体制加算 63 ―

科学的介護推進体制加算Ⅱ ― 192

課税世帯 2,066 61,980

リハビリテーションマネジメント計画情報加算Ⅱ ― 105

162

所得階層 居住費 日額 月額（30日）

リハビリテーションマネジメント計画情報加算Ⅰ ― 336

在宅復帰・在宅支援機能加算（Ⅰ） 162 4,860

在宅復帰・在宅支援機能加算（Ⅱ） 4,860

口腔衛生管理加算Ⅱ ― 351

口腔衛生管理加算Ⅰ ― 288

経口維持加算Ⅱ ― 321

課税世帯 1,750 52,500 経口維持加算Ⅰ ― 1,281

所得階層 経口移行加算 90 810食費 日額 月額（30日）

療養食加算（3回/日を限度） 18 1,080

夜勤職員配置加算 78 2,340

栄養マネジメント強化加算 36 1,080

要介護度　５ 3,261 97,830 サービス提供体制加算Ⅱ 54 1,710

要介護度　４ 3,102 93,060 短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘ実施加算Ⅱ（３ヶ月間に限る） 642 ―

要介護度　３ 2,925 87,750 短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘ実施加算Ⅰ（３ヶ月間に限る） 828 ―

要介護度　２ 2,718 81,540 初期加算Ⅱ（入所より30日間に限る） 96 2,880

要介護度　１ 2,571 77,130 初期加算Ⅰ（入所より30日間に限る） 192 5,760

介護老人保健施設シンセーロ　利用料金表
(負担割合３割)

ユニット型個室Ⅰⅰ 日額 月額（30日） 加算名 日・回数額 月額（30日）


